日本の大学教員における専門分野別キャリアの特徴 by Academic Faculty Careers in Japan : Characteristics by Discipline木本　,尚美　
県立広島大学人間文化学部紀要　11，65-74（2016）
日本の大学教員における専門分野別キャリアの特徴
木　本　尚　美
はじめに
　本稿の目的は，国際調査で収集した日本の大学教員データに基づき，専門分野別に教員のキャリア
を比較することにより，その特徴を明らかにしようとするものである。
　大学院修了後，研究業績を中心に採用されてきたいわゆる伝統的教員に加えて，高等教育ユニバー
サル段階の現在は，学生の多様なニーズに対応すべく実務家教員を含め，大学への入職経路は複線化
するのみならず，競争化や国際化を背景に任期制や外国籍の教員も一定数みうけられる。こうした状
況は大学教員のキャリアも多様化していることを示唆している。大学教員を対象としたキャリア研究
において羽田（2013）は，大学教員の能力形成のメカニズムや要因を明らかにしたうえで，教員の能
力開発や支援措置を講じることを説いている。
　一般に大学教員は専門学部・学科等に所属し，教育・研究・管理運営・社会サービス等の役割を果
たしている。また，独自の専門領域に依拠し，専門学会等に帰属することで研究者としてのアイデン
ティティを保っている。教員は自身の専門を拠とし，専門中心に活動していると言っても過言ではな
い。もっともそこには各専門の歴史的・文化的特質が介在しているため，大学教員のキャリアを検討
する際は，専門分野別の比較考察が求められる。ここでは国際調査で得たデータを専門分野別に比較
検討することにより，日本の大学教員のキャリアの特徴を明らかにする。
　はじめに各国の大学教員の専門職として，学位の取得状況を明らかにする。そして大学院で受けた
教育や研究者養成について検討する。続いて採用された年齢，雇用機関，職位，雇用形態等を比較検
討する。次に関心の所在，すなわち教育指向かあるいは研究指向かを確認し，それを踏まえて自身の
昇進時にどのような活動評価を期待するかを明らかにする。最後に専門の特徴を示し，課題について
言及する。
1　分析に用いるデータ
　本稿で使用するデータは，日本学術振興会研究費基盤研究（A）「21世紀型アカデミック・プロフェッ
ション展開の国際比較研究（課題番号：22243046）」（代表者：有本	章）の一環として，2012年に日
本の大学教員を対象に実施した「アジアにおける大学教授職の変容に関する調査（The	Changing	
Academic	Profession	in	Asia）」で収集した1,048人分である 1 ）。
2　学位の取得状況
　表 1 に教員の最終学位の取得状況を専門分野別に示した。全体（81.7％）をみると 8 割以上が博士
学位を取得しており，もはや博士学位は大学教員にとって研究者として必要条件の一つと捉えられ
る。しかし専門分野に着目してみるといささか違いがある。確かに自然科学（95.1％）と工学（95.0％）
は 9 割以上の教員が取得している。健康科学（88.1％）もほぼ同様とみなしてよかろう。一方，社会
科学の取得率は56.3％，人文科学は47.3％で半数に達していない。人文科学，社会科学領域の学位取
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得状況は，それ以外の分野に比べると遅れているといわざるを得ない。
表 1 　最終学位の取得率
学位 人文科学 社会科学 自然科学 工学 健康科学 その他 全体
博士 47.3％ 56.3％ 95.1％ 95.0％ 88.1％ 75.0％ 81.7％
修士 47.3％ 36.5％ 	 2.0％ 	 3.6％ 	 9.2％ 17.0％ 14.5％
学士 	 5.5％ 	 7.1％ 	 2.9％ 	 1.4％ 	 2.7％ 	 8.0％ 	 3.8％
P<.001
　国内の学位の制度化が未発達であれば学位取得のために外国への留学を余儀なくされる。そこで，
彼らが取得した修士，博士学位は国内で授与されたものかあるいは外国で獲得したものかどうかを確
認した。結果は表 2 の通りであった。全体（5.7％）をみると外国での取得率は 1 割にも達していない。
修士，博士学位はおおむね国内で取得されている。日本では国内自給が果たされていることを示して
おり，学位の制度化が安定して進んでいるといえる。とはいえ，人文科学（12.6％）と社会科学（19.8％）
は，外国で取得された学位が 1 割以上あり，他の領域に比べてやや高い。人文科学，社会科学分野に
おけるキャリア形成は国際化が進んでいるのかもしれない。
表 2 　外国での取得学位（博士/修士）
人文科学 12.6％
社会科学 14.8％
自然科学 	 4.4％
工学 	 3.9％
健康科学 	 1.5％
その他 	 2.9％
全体 	 5.7％
P<.001
　続いて学位のうち，博士学位取得者のみを20・30歳代，40歳代，50歳代，60歳以上の年代別に比較
してみた（図 1 ）。自然科学と工学においては世代間格差がそれほど顕著ではない。若手に比べて年
長者の取得比率がやや下がるものの，各世代ともおしなべて博士学位を取得しているとみてよかろ
う。これに対して人文科学や社会科学，その他の分野では年長者に比べると若い世代の取得率が高い。
人文科学では60歳以上の取得率が21.4％に対して20・30歳代は81.3％と3.8倍におよんでいる。1990年
代以降日本では，博士学位は論文博士（乙種）に加えて課程博士（甲種）が存在することとなり，い
わゆる論博に変わって課程博への授与割合が急増した（福留	2005，潮木	2010，小方	2011）。この結
果，人文科学や社会科学，その他の分野の若手研究者は博士課程修了と連動して博士学位取得後，大
学市場への参入を果たしたと考えられる。別の見方をすれば，人文科学，社会科学の修士学位取得者
の多くは，博士学位取得予備軍の可能性がある。
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図 1 　年代別博士学位の取得率
3　大学院教育と研究者養成
　ところで，大学教員のキャリア形成は大学院教育から始まる。大学教員の養成機関としての役割を
担う大学院は，教育・研究プログラムの構築およびそれに則った訓練が意図的・計画的に遂行されて
いるであろうか。福留（2012）は日本の大学院教育の課程設計と学位取得のプロセスについてアメリ
カと比較検討する中で，アメリカとは異なる日本の独自性を活かしながらも，日本でこれまで行われ
てきた大学院教育の在り方を見直す必要があるとしている。表 3 は，教員自身が大学院生であった時
期にどのような教育を受けたかに関する設問とその肯定的回答（「はい」）の比率を，研究者養成，教
育，その他のカテゴリーに分けて示したものである。まず研究者養成のための訓練として，「博士論
文の執筆が求められていた」は全体比率が68.1％と，設問の中で最も肯定的回答比率が高かった。自
然科学（87.4％），健康科学（80.4％），工学（75.2％）の比率は全体を上回っており，博論執筆が要
求されている。
表 3 　博士課程で受けた訓練や経験
設　問 人文科学 社会科学 自然科学 工学 健康科学 その他 全体
研究者
養成　
博士論文の執筆が求められていた 28.6％ 41.5％ 87.4％ 75.2％ 80.4％ 62.3％ 68.1％ ***
研究テーマを自分自身で選んだ 58.9％ 62.3％ 57.0％ 51.4％ 40.7％ 42.5％ 51.7％ ***
教員や上級研究員との共同研究プロジェ
クトに参加していた
8.9％ 16.9％ 21.3％ 15.7％ 21.6％ 14.2％ 17.2％ *
教育
研究について教員から十分な指導を受けた 37.5％ 40.0％ 64.7％ 53.5％ 56.8％ 47.2％ 52.3％ ***
必修の科目群の履修が求められていた 32.1％ 33.1％ 33.8％ 30.1％ 37.2％ 28.3％ 32.6％
教育上のスキルについて訓練を受けた，
または教育方法について学んだ
7.1％ 10.0％ 7.2％ 8.4％ 13.6％ 11.3％ 9.5％
その他
奨学金やフェローシップを受けていた 42.9％ 44.6％ 57.0％ 43.0％ 28.1％ 41.5％ 43.0％ ***
（教育・研究に関わる）雇用契約を結んで
いた
8.9％ 14.6％ 12.1％ 10.5％ 11.1％ 12.3％ 11.4％
学内の各種委員会に参加していた 0.9％ 1.5％ 1.0％ 1.7％ 3.0％ 2.8％ 1.8％
注）表中の数値は肯定的回答。	 ***	P<.001,	*	P<.05
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　これに対して人文科学（28.6％）と社会科学（41.5％）は全体平均値をかなり下回っており，博士
論文執筆は必ずしも要求されていない。博論執筆要求が，院生に与えるプレッシャーは大きく，表 1
でみた博士学位の取得率の差異とも符合している。博士課程で論文の執筆が要求されるということは，
結果的に取得率を高めていることに他ならない。今後人文科学，社会科学分野においても執筆要求が
高まることは十分予測されるが，博士学位そのものの位置づけが分野によって異なるということも考
えられる。すなわち，人文科学や社会科学では長年に渡る専門的知識体系の到達結果，特別に授与さ
れるものという意味合いが強いのに対して，博士学位は研究者になる上での資質の証明とみなされる
分野もあり，専門分野におけるこうした認識の差が，博士学位にまつわる大学院教育態勢の違いとし
て現れているのではないだろうか。
　次に「研究テーマを自分自身で選んだ」に関しては人文科学（58.9％），社会科学（62.3％），自然
科学（57.0％）の比率が全体（51.7％）よりも高く，健康科学（40.7％），その他（42.5％）は全体を下回っ
ている。大学院生の主体性がどの程度尊重されるのかが微妙に異なるということかもしれない。ある
いは，専門分野による研究手法に違いがあるのかもしれない。さらに「教員や上級研究員との共同研
究プロジェクトに参加していた」では，全体平均（17.2％）を上回ったのは自然科学（21.3％）と健
康科学（21.6％）分野のみであった。人文科学（8.9％）は最も低く， 1 割以下であった。こうした結
果は集団やチームとして研究が形成されやすい分野と個人レベルで蓄積してゆく分野の違いによるも
のかもしれない。以上のことから，研究者養成の訓練は専門分野により異なることがわかる。言い換
えれば専門分野ごとの歴史的経緯や諸処の条件や文脈によって，大学院教育も多様ということである。
　続いて教育に関してはどうであろうか。まず，「研究について教員から十分な指導を受けた」は，
研究室の態勢や博士論文執筆と関連性があるとみなすことができる。自然科学（64.7％），健康科学
（56.8％），工学（53.5％）分野は全体（52.3％）を上回っており，逆に人文科学（37.5％）と社会科学
（40.0％）は全体を下回っていた。また，「必修の科目群の履修が求められていた」は，分野にかかわ
らず約 3 割にとどまっており，有意差は見出されなかった。院生指導を含めて，大学院教育の中身に
ついてはまだ改善の余地がある。大学院の質の向上を図るためにも，体系付けられた明示的カリキュ
ラムの充実が今後の課題となろう。さらに，「教育上のスキルについて訓練を受けた，または教育方
法について学んだ」といった教育能力開発に関する経験も全体的に低く，分野を問わず教授方法に関
する訓練はなおざりにされている。
　その他の設問「奨学金やフェローシップを受けていた」は博士課程に必要不可欠な資金援助と考え
られる。全体比率（43.0％）を上回ったのは自然科学（57.0％）で，比率が最も低かったのは健康科
学（28.1％）であった。院生の日常生活を含め，研究支援に関する需要は思いのほか低かった。また，
「（教育・研究に関わる）雇用契約を結んでいた」はおおむね 1 割で日本の大学院生は教育・研究にま
つわる雇用契約をほとんど結んでいない。経済的支援の利用状況も活発とはいえず，こうした支援策
が十分機能していないのかもしれない。そして管理運営に関わる「学内の各種委員会に参加していた」
比率は，すべての分野で最も低かった。
　大学院における研究者養成に関する訓練は，分野により濃淡がある。機能している分野は成果とし
て学位取得率に反映している。しかし必ずしも必修プログラムが準備されているわけではなく，TA
経験も少ない。大学院での教授・教育的訓練は十分とはいえない。大学院教育の最終成果が博士論文
の取得とみなすのであれば，経済的支援も含めて指導プロセスこそ重要であり，質が問われることに
なろう。
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4　採用年齢/雇用機関/職位/雇用形態
　ここでは，採用された年齢，雇用された機関，現在の職位，雇用形態を専門分野別に検討してみた
い。まず，高等教育機関に初めて常勤で採用された年齢に分野間で差異が認められるかどうかを知る
ために，年齢の平均を表 4 に示した。分散分析の結果，0.1％水準で有意差が確認された。全体（32.2
歳）よりも平均年齢が低いのは自然科学（31.1歳）と工学（31.4歳）であった。自然科学と工学分野
において採用平均年齢は，それ以外の分野に比べて約 2 歳若かった。
表 4 　高等教育機関に初めて常勤で採用された年齢
（歳）
人文科学 社会科学 自然科学 工学 健康科学 その他 全体
32.9 33.5 31.1 31.4 33.0 33.3 32.2
P<.01
　次に，教員の職歴について，高等教育機関，研究機関，その他（政府・公的部門に属する機関，産
業部門・民間部門機関等）に分けて雇用年数の比率の平均を表 5 に示した。いずれの分野も高等教育
機関の雇用年数が圧倒的に高いことがわかる。全体では76.1％であった。しかし詳細にみると分野に
より異なっており，人文科学（88.3％）が最も高い。人文科学を専門とする教員は，高等教育機関を
中心にしたアカデミック・キャリアを形成していると思われるのに対して，健康科学を専門とする教
員は研究機関（21.4％）の雇用経験者の比率が相対的に高く，その他（11.2％）も 1 割以上あり，必
ずしも高等教育機関に偏っていない。高齢化社会を背景とした社会的ニーズの影響を受けて，高等
教育機関以外を経由して健康・医療系大学に雇用された教員が少なからずいる。同様に，社会科学
（16.0％）や工学分野（16.4％）の教員にも，高等教育機関や研究機関以外のその他の在職経験を持つ
教員が 1 割以上いることが判明した。
表 5 　機関別平均雇用年数の割合
人文科学 社会科学 自然科学 工学 健康科学 その他 全体
高等教育機関 88.3％ 75.9％ 79.9％ 74.6％ 67.4％ 76.3％ 76.1％
研究機関 	 4.5％ 	 8.2％ 14.6％ 	 9.0％ 21.4％ 12.5％ 12.2％
その他 	 7.2％ 16.0％ 	 5.6％ 16.4％ 11.2％ 11.2％ 11.7％
P<.001
　では，職位の構成はどのように形作られているであろうか。教授，准教授，その他に分けて表 6 に
結果を示した。全体をみると教授（42.9％）の比率が最も高い。とりわけ教授の割合が過半数を超え
ているのは人文科学（58.1％），社会科学（51.5％），その他（50.9％）の分野である。特に社会科学と
その他の分野は下位の職位ほど比率が低くなっていた。これに対して健康科学はその他（52.8％）す
なわち講師，助教，助手が厚く，逆に教授比率が低いことがわかる。
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表 6 　職位構成
人文科学 社会科学 自然科学 工学 健康科学 その他 全体
教授 58.0％ 51.5％ 38.6％ 45.5％ 25.1％ 50.9％ 42.9％
准教授 20.5％ 34.6％ 27.1％ 26.6％ 22.1％ 31.1％ 26.6％
その他 21.4％ 13.8％ 34.3％ 28.0％ 52.8％ 17.9％ 30.5％
P<.001
　続いて雇用形態をみてみる。現在は大学教員といえども終身雇用とは限らない。任期付き教員も一
定量みうけられる。雇用形態別の構成比率を表 7 に示した。全体に着目すると任期付き雇用の教員が
3 割を占めている。もっとも分野により偏りがみうけられる。すなわち，任期制度が進んでいるのは
健康科学（46.7％），続いて工学（35.4％）で，これらは全体平均を上回っており，分野間の競争的刺
激が強いことが推察される。最も低いのは社会科学（19.4％）で，制度の導入が緩慢なことを示して
いる。
表 7 　雇用形態
人文科学 社会科学 自然科学 工学 健康科学 その他 全体
終身雇用 73.0％ 77.5％ 74.9％ 61.8％ 51.3％ 71.7％ 66.5％
任期付き雇用 25.2％ 19.4％ 24.6％ 35.4％ 46.7％ 24.5％ 31.2％
その他 	 1.8％ 	 3.1％ 	 0.5％ 	 2.8％ 	 2.1％ 	 3.8％ 	 2.3％
P<.001
5　関心の所在（教育か研究か）
　以上のことから，専門分野により大学教員のキャリア経験は多様なことが明らかになった。職位構
成も一様ではない。では，大学教員の教育（授業の準備，授業，学生指導，採点，評価など）・研究
（文献購読，執筆，実験，フィールドワークなど）についての関心や指向性はどうだろうか。 4 段階
評価（「主として教育」，「両方にあるがどちらかといえば教育」，「両方にあるがどちらかといえば研
究」，「主として研究」）のうち，「主として教育」または「両方にあるがどちらかといえば教育」の回
答比率の合計を教育指向，「主として研究」または「両方にあるがどちらかといえば研究」の回答比
率の合計を研究指向とし，専門分野別の結果を表 8 に示した。全体比率は研究指向が75.8％，教育指
向が24.2％で研究指向が強い。ただし分野によって指向性は異なる。最も研究指向が強いのは自然科
学（82.9％），続いて工学（78.1％）で，これらの分野は研究中心主義とみうけられる。他方，教育指
向に注視すれば，人文科学（29.1％）と社会科学（29.5％），その他（31.7％）の分野は全体平均値（24.2％）
を上回り，他の領域に比べると教育指向の比率が高い傾向がみうけられた。ユニバーサル段階の多様
な学生が入学してくる昨今の大学は，さまざまな改革によって支援策を打ち立て，教員の教育活動の
範囲は拡大している。教員はより多くのエネルギーを教育に注がざるを得ない状況にある。FDの定
着もあり，学期中の平均的活動時間をみても教育への関心は好むと好まざるに関わらず，ますます教
員の重要な役割機能となっている（長谷川	2008）。
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表 8 　関心の所在
人文科学 社会科学 自然科学 工学 健康科学 その他 全体
研究指向 70.9％ 70.5％ 82.9％ 78.1％ 75.1％ 68.3％ 75.8％
教育指向 29.1％ 29.5％ 17.1％ 21.9％ 24.9％ 31.7％ 24.2％
P<.05
6　昇進時の評価
　ところでいわゆる教員の業績は，研究，教育，管理運営，社会サービスに関する事項で評価される。
では，被評価者である教員自身は昇進の際，いかなるパフォーマンス評価を期待しているだろうか。
表 9 は，教員の活動別期待比率（「重視するのが望ましい」，「ある程度重視するのが望ましい」，「ど
ちらともいえない」，「あまり重視しないのが望ましい」，「重視しないのが望ましい」の 5 段階評価の
うち，「重視するのが望ましい」または「ある程度重視するのが望ましい」の回答比率の合計）を示
したものである。これによると，いずれの分野も研究，教育，管理運営，社会サービスの順に期待値
が高い。教員活動の中で最も評価してほしいのは，研究業績であった。多くの教員が大学院で研究者
としての訓練を受け，採用時には研究業績によって評価された経験を踏まえれば，ごく当たり前のこ
とであり，関心の所在が研究指向にあることの証左といえる。ただし，教員は研究指向が強いとはい
え，教育活動に対する評価を期待していないわけではない。それどころか，研究評価とさほど違わな
い比率で評価されることを期待している。授業はもちろん，その準備，採点，成績評価，学生指導等
にまつわる諸活動においても相応な評価を期待しているのである。このうち，人文科学（95.5％）と
その他（97.1％）の期待値は全体（92.4％）を上回っていた。こうした分野では，多様な教育支援に
忙殺される教員の実状が反映していると思われる。
　また，教育改革が推進される現状にあって，管理運営に関しても，分野にかかわらずおおむね 6 割
の教員は自己の活動状況の大変さを強調している。さらに，社会サービス活動については，全体平均
（42.9％）に対して，自然科学（26.0％）は低いものの，工学（48.3％），健康科学（48.6％），その他（53.8％）
は期待値が高かった。
表 9 　昇進時に教員が期待する評価
人文科学 社会科学 自然科学 工学 健康科学 その他 全体
研究 98.2％ 96.2％ 97.5％ 98.9％ 98.3％ 97.1％ 97.9％
教育 95.5％ 90.8％ 92.0％ 92.9％ 88.5％ 97.1％ 92.4％ *
管理運営 61.8％ 53.8％ 59.0％ 62.6％ 60.5％ 60.6％ 60.0％
社会サービス 36.4％ 43.1％ 26.0％ 48.3％ 48.6％ 53.8％ 42.4％ **
**	P<.01,	*	P<.05
おわりに
　本稿は国際調査で収集した日本の大学教員1,048人の結果に基づき，キャリアに関して，学位の取
得状況，大学院における教育訓練内容と研究態勢，アカデミック・キャリアの形成	，教育・研究に
対する関心，業績評価の際に期待する諸活動等を中心に専門分野別に考察した。得られた知見は次の
通りであった。
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　人文科学，社会科学分野は相対的に博士学位取得率が低いものの，若手教員の取得率は上昇してい
る。また，修士もしくは博士学位を外国で取得する割合が一定量認められた。大学院では博士論文の
執筆が求められる割合は低く，研究テーマの選択は独自性が認められている反面，必ずしも十分な指
導態勢が構築されていない。教員構成は教授層が厚く，終身雇用形態が強い。他の分野に比べると教
育への関心が強い教員が多い。特に人文科学は高等教育機関以外への移動は少なく，高等教育機関を
中心にキャリア形成がなされている。
　自然科学，工学分野は年齢層に関わりなく博士学位取得率が高い。大学院では博士論文の執筆が要
求されており，研究テーマの選択はある程度自由度が認められている。自然科学分野はプロジェクト
研究への参加機会もあり，研究指導態勢が構築されており，奨学金等経済的支援を受ける比率が比較
的高い。また，両分野とも他の分野に比べると高等教育機関に初めて常勤で採用された年齢が低く，
自然科学では研究機関の雇用経験者が，工学ではその他（高等教育機関や研究機関以外）の雇用経験
者が 1 割以上占めている。教員構成は教授よりもむしろ准教授以下の層の方が厚い。研究指向が特に
強い。
　健康科学は，自然科学，工学分野に次いで博士学位取得率が高い。大学院では博士論文の執筆が要
求されており，研究テーマは個人の選択というよりもむしろ教授から与えられる割合の方が高い。研
究指導態勢は確立されており，共同研究に参加する機会もある。他の分野に比べると高等教育機関以
外の雇用経験者の割合が高い。講師以下の層が過半数を占めており，年長教員に比べて若手教員比率
が高い。任期制度が最も進んでいる。
　その他の領域は，若手教員ほど博士学位取得率が高い。教員構成は教授，准教授，その他の順で比
率が高く，こうした傾向は社会科学分野と同様であった。研究指向が強いとはいえ，他の分野よりも
教育指向の割合は高い。
　以上のように大学教員のキャリア形成は専門分野により違いがあり，必ずしも一様ではない。大
学院教育における内容・方法の違いは博士学位の取得率や高等教育機関の採用年齢に影響を与えてい
る。すなわち，人文科学，社会科学に比べると自然科学，工学を専門とする教員の研究指向は強く，
博士学位取得率は高い。
　他方，大学院における教授学・教育方法等の訓練は未発達である。大学院教育の質を検討する際，
教育プログラムの提供や計画的指導態勢は指標の一つになるため，今後は院生向けFDを含め，大学
院制度の一層の充実が求められる。また，大学教員は専門分野を問わず教育よりも研究指向が強いな
がら，教育活動や管理運営に対する評価を軽視しているわけではない。ますます拍車がかかる大学改
革が，教員の意識にも影響を及ぼしている。大学は，今後も多様な人材を取り込むことによって社会
のニーズに応えてゆくであろう。
注
1 ）大学教員調査は2011年11月から12月にかけて行われた。調査票対象の大学教員は次の通り選択抽
出した。まず，分野別博士号授与数，大学教員数，学部入学生定員数などをまとめた2005年度の
大学機関データを用いて，大学分類（研究大学・一般大学），設置者（国・公・私立），学生規模，
等を考慮して，23大学を選択した。その23大学のホームページに記載された大学教員を抽出して
調査票を郵送し回答を求めた。回答率は16. 7 ％（6,282人に配布し1,048人から回答）であった。
別表 1 に，専門分野別回答者の属性を示した。
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別表 1 　専門分野別回答者の属性
全体 人文科学 社会科学 自然科学 工学 健康科学 その他
設置者国立 49.0％ 14.3％ 23.1％ 60.4％ 49.7％ 66.8％ 61.3％ ***
公立 8.3％ 14.3％ 12.3％ 5.8％ 10.1％ 3.5％ 5.7％
私立 42.7％ 71.4％ 64.6％ 33.8％ 40.2％ 29.6％ 33.0％
合計（人） 1,040 112 130 207 286 199 106
大学分類
研究大学 48.9％ 38.4％ 38.5％ 52.7％ 44.8％ 68.3％ 40.6％ ***
一般大学 51.1％ 61.6％ 61.5％ 47.3％ 55.2％ 31.7％ 59.4％
合計（人） 1,040 112 130 207 286 199 106
性
男性 84.7％ 72.7％ 79.8％ 92.3％ 93.7％ 74.6％ 84.8％ ***
女性 15.3％ 27.3％ 20.2％ 7.7％ 6.3％ 25.4％ 15.2％
合計（人） 1,033 110 129 207 285 197 105
年代
20・30歳代 25.0％ 15.6％ 27.7％ 30.2％ 25.9％ 27.5％ 15.5％ **
40歳代 29.2％ 24.8％ 25.4％ 25.7％ 27.7％ 38.3％ 32.0％
50歳代 25.2％ 33.9％ 22.3％ 25.2％ 25.2％ 20.7％ 30.1％
60歳以上 20.5％ 25.7％ 24.6％ 18.8％ 21.2％ 13.5％ 22.3％
合計（人） 1,015 109 130 202 278 193 103
注	）「常勤職」のみを分析の対象としている。	 ***	P<.001,	**	P<.01
　　	「大学分類」は半数以上の専門分野で博士学位を出している大学を「研究大学」とし，その
他の大学を「一般大学」とした。
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Abstract
Academic Faculty Careers in Japan:  
Characteristics by Discipline
Naomi	KIMOTO
The	present	study	used	data	collected	from	1,048	academic	faculty	in	Japan	using	the	2012	
survey,	“The	Changing	Academic	Profession	 in	Asia,”	which	was	conducted	by	 the	Research	
Institute	for	Higher	Education,	Hiroshima	University.	The	survey	discussed	the	characteristics	of	
academic	careers	by	discipline,	focusing	on	degree	acquisition	and	the	content	and	methods	used	
in	graduate	education.	A	number	of	interesting	findings	were	obtained.
The	content	and	methods	used	 in	graduate	education	differ	depending	on	 the	academic	
discipline,	which	subsequently	 influences	the	PhD	acquisition	rate.	For	 instance,	compared	with	
academics	 in	 the	humanities	and	social	 sciences,	 those	 in	 the	natural	sciences	and	engineering	
demonstrate	stronger	research	 interests	 (greater	personal	 interest	 in	 teaching)	and	higher	PhD	
acquisition	rates.
Over	10%	of	academics	 in	the	social	sciences	acquired	their	academic	degrees	 (Master	or	
Doctoral	degree)	outside	Japan.	However,	 the	 introduction	of	fixed-term	employment	 lags	even	
although	internationalization	is	progressing	in	the	social	sciences.
Approximately	90%	of	academics	 in	the	humanities	have	taken	on	careers	at	universities,	
and	the	ratio	of	full-fledged	professors	is	greater	than	that	of	associate	professors	and	lower-ranked	
faculty	(lecturer,	assistant	professor,	research	associate,	research	assistant,	or	assistant).
Thirty	percent	of	academics	in	the	health	sciences	are	in	workplaces	other	than	universities.	
A	high	percentage	of	 those	are	 lecturers	and	 lower-level	 faculty	 (assistant	professor,	 research	
associate,	research	assistant,	or	assistant),	and	the	introduction	of	fixed-term	employment	systems	
is	progressing.
Irrespective	of	academic	discipline,	 faculty	members’	 interests	 lie	primarily	 in	research.	
However,	when	they	are	considered	 for	promotion,	 they	expect	 that	 their	 teaching	will	also	be	
appropriately	considered.
Discipline-based	 differences	 in	 the	 careers	 of	 academic	 faculty	 are	 reflective	 of	 the	
characteristics	of	each	 faculty	and	department.	Universities	will	 likely	continue	 to	respond	 to	
society’s	needs	by	providing	a	diverse	range	of	academic	faculty	careers.
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